資料②
平成30年度　施設運営状況分析
特別養護老人ホーム辰巳萬緑苑
【平成31年4月1日現在：在籍70人】

【年齢と要介護度など】
　統計をとるようになってからはじめて平均年齢が88歳を超えています。（88.39歳：前年87.52歳）男性の平均年齢が86.09歳（前年83.85歳）、女性が88.81歳（前年88.34歳）といずれも上昇しています。最高齢は102歳の女性で、100歳以上がなんと5人（女性3人、男性2人）も誕生しています。これは初めてのことであり、現時点で99歳以上の方も4人控えているため、長寿化の流れはしばらく止まりそうにありません。大正生まれのご利用者は25人、昭和生まれのご利用者は45人になりました。昭和生まれのうち戦後生まれは3人で最も若い方は66歳です。
男女の比率は男性1人に対して女性が5.4人です。（前年1：4.5）寿命から言って女性が多くなるのは当然ですけど、入居男性の人数が少ないためにこの数値は毎年変動幅が大きく、1：4～1：7の間で変化しています。
平均要介護度では男性が4.36（前年4.23）、女性が4.42（前年4.34）で、男女合計が4.41（前年4.32）で、おそらく統計をとり始めてもっとも高くなっています。入所のときの要介護度4以上のご利用者受入れを70％以上にしなければ加算（日常生活支援継続加算）を失うため、要介護度4以上のご利用者の在籍比率は必然的に上がる傾向にあります。当初は「要介護度4以上が70％になるように在籍比率維持すること」がルールだったのですけど、「要介護度改善によって加算が失われる」とか「平均要介護度を高くしておかないと加算を失うため、要介護度3の受入れをしぶる施設が増えるのではないか」という声が上がりました。そこでルール改正が行われ「受入れ時比率で要介護度4以上70％」に改められました。ところが、長寿化が進んだ結果、施設の重度化率（要介護度4以上のご利用者在籍比率）はついに90％を超えるようになってしまいました。この結果は全く予想できませんでした。しかも受け入れ比率でしばられているため、この状況の調整は不可能なのです。重度化に伴う職員不足・疲弊の問題とともに、このままでは要介護度3の方が在宅に溢れる事態にもなりかねない・・・と、危惧しています。

【経管栄養・収入段階など】
食事介助にはとても時間がかかります。また、朝夕には排泄・口腔ケア・離床や就寝に加え、ショート送迎などが重なるため職員はてんてこ舞いになります。そのため食事介助が必要なご利用者の食事開始時間を前倒ししないと、予定時間内に業務が終わらず、ご利用者を待たせてしまうことも増え、急ぐあまり介護者本位の介護が増えてしまう傾向にあります。
昨今、働き方改革が叫ばれていますが、休みを増やされても介護の仕事そのものが減るわけではなく、逆に一人当たりの作業量が増えて人員不足の面ばかりが強調されてしまいます。介護の人不足が問題になると、国は人員不足に陥った施設に対する罰則を強化したり、質の向上と称して研修日数を増やすなどの施策を続けてきましたが、そろそろ問題に正面から向き合って緩和と支援を進めない限り、この業界はなかなか良くならないと考えています。したがって、食事の開始時間については職員の負担軽減とご利用者の幸せ・安全を考えながら、最善のポイントを見つけなければならないと思っていますが、しばらくは模索状態が続くと思います。そんな中で、年間を通して食事介助に来て下さるご家族が複数いらっしゃいます。これについては本当に助かり、改めて感謝申し上げます。なお、チューブなどによって栄養を摂取されている方は4月1日の時点で10人在籍しています。
生活保護受給者は5人、低所得とされる所得段階1、2階層の方は58.6％（昨年54.9％）と若干増えました。この割合は萬緑苑の歴史の中ではとても低いと思いますが、世間一般から見ると低所得者層がかなり多い施設であると言えます。2割負担の方は3人で昨年4月と変わらないのですけど、低所得者の割合が若干増えたため月間の平均負担額は8万円を再び切り7万円台になっています。（3月末請求額÷定員数＝78240円、医療費等を含む。）
なお、利用費問題ではここにきて制度の欠陥が徐々に垣間見られるようになってきました。市原市において夫婦世帯の市民税課税対象になる所得は現在夫婦合算で年間220万円程度なのですが、4段階の方の年間利用料は医療費を含めると130万円前後になってしまいます。つまり、夫婦の収入合計が220～260万円の場合、夫婦同時入所が経済的に不可能になるだけでなく、場合によっては配偶者が普通の生活すらもできなくなるほど追い込まれるのです。これに対する法的な救済措置がなく、市からの具体的な回答も今もってありません。すでに待ったが利かない状況のご家族もいらっしゃるので、市の誠意ある、そして人道的な対応を早急に聞きたいところです。
　
【稼働率・入院と入退所・待機者】
月間の平均入院者数は5.4人（前年4.4人）、年間延べ入院日数も1225日（前年857日）とかなり増えてしまいました。入院による平均空床も前年の2.35床から3.38床と増大しています。一方でショートの空床利用は年間235床（昨年400床）とあまり進まなかった結果、ホームの実質空床は1182床（前年830床・前々年679床）と、昨年に比べてかなり落ち込んでいます。
ショートステイの受け入れ実績は延3355日（前年4033日）、ショートの稼働率は104.5％（前年110.5％）で、空床数の割に稼働率はあまり上がりませんでした。原因は8月と1～2月に感染症対策を行った結果、ショートに制約がかかり、その後も受入れに対して慎重になってしまったことが大きいと思われます。感染症対策に関して今年は例年になく早期にかつ厳しく行った結果、大きな健康被害は出ていません。ただし、受入れ制限は施設運営にもショートの利用者側にとっても大きな影響を与えますので、バランスのとり方を改めて検討する必要はあると思います。
ショート・ホーム全体の稼働率は95.4％で昨年実績（前年96.8％）には及びませんでした。ホームだけの稼働率は94.7％（前年95.3％）と若干の減少であったことから、ショートの受入れの減少がそのまま成績に現れていると考えられます。
平成30年4月～31年3月末までの退去者は16人（前年度14人）でした。数値は平均的なものでしたが、看取介護が7人（前年2人）と例年になく多かった年でした。
特筆すべきは夜間の急変対応がほとんどなかったこと、看取り以外の施設内死亡者（予期せぬ死亡者）が現れなかったことの２点。結果は偶然だと思いますが、緊急対応に苦労の多い施設側としてはかなり救われました。
施設に住所を移している方は38人、元の住所のままの方は32人。住所地を移すのが任意になったため、数年前まで施設に住所移転をしない方が過半数を超えそうな勢いにありましたが、最近はやや沈静化傾向にあります。
入所待機者数は255人（昨年209人）と昨年より増加しましたが、3月段階で待機者が300人を超えたため、琢心会内施設だけで待機調査を行った結果、50名が死亡・入所などの理由で待機名簿からはずれています。4月以降にさらに個別アンケート調査を行いますのでおそらく待機者数は昨年並みに減少するものと思われます。なお、新規申込者は昨年だけで100人ほどありました。介護・看護職員は慢性的に不足しており、新規施設をオープンしても職員が集まらない話をよく聞き、無計画な施設整備は共倒れを招きかねない状況もあります。市町村の施設整備計画も実態をよく調べた上で立案して頂きたいものです。
市外から入居した方は大網白里市、木更津、千葉市中央区だけですが、入所当時はいずれも市原市内の施設や病院に在籍していた方ばかりです。「住み慣れた地域で最期までという地域包括ケア思想」は言葉の魅力を感じますが、現状を鑑みる限りある程度の資源の集中と効率化は必要不可欠だと思います。そのため、私は最近「自立生活の持続を考慮した早めの住み替え」を推奨するようになり、数年前から自分の家族でも実践しています。

【デイサービス：通所介護・介護予防通所介護・介護予防支援通所介護】
デイサービスの延利用者数は8722人（前年8420人）と昨年度実績を上回り、最高実績を再び更新しています。1日あたりの利用者数は24.1人（前年23.3人）ですべての月でコンスタントに平均21人以上の来場者がありました。とくに8月においては1日あたり平均利用者数が26.3人と過去最高記録（24.8人）を更新しています。ただし、これには理由があり、この時期ホームで感染症対策のためショート受入れ制限が行われていた結果の数値なのです。
利用平均介護度は昨年の1.56に比べて1.78と幾分上昇。（注１）要介護者中に占める要介護度3以上の方の受け入れ割合（重度化率）に関しては年間平均で29％まで上昇していて、中重度加算が取得できる30％まであと一歩に迫りました。中重度加算は取得できれば経営的に非常に大きな加算なのですけど、顧客の介護度を選んで受入れているわけでないので取得できなくても致し方ない所です。
年間にお付き合いのあった居宅介護支援事業所は30事業所ほどあり、琢心会系の居宅介護支援事業所（介護サポートたつみ・地域包括支援センターたつみ）と琢心会系以外の居宅介護支援事業者との利用者数比率は4月現在43：57で、外部事業者割合の方が10ポイント以上大きくなっています。この結果はサービスの質を上げる職員全体の頑張りもさることながら、内容の見える化を推進し、外部ケアマネと積極交流をしていた佐藤前相談員の力によるところも大きいと思われます。4月から法人に地域包括支援センター市津・ちはら台が加わり、デイからも佐藤を含む2名の人事の異動がありました。運営上の影響はけっして小さいものではないと思いますが、今年も昨年の勢いを保って頂きたいと望みます。
なお、地域貢献事業として実施していた買い物ツアーは大変好評で、隔週金曜日に2便ずつ、年間延べ48便で300人弱の実績がありました。もっと便数を増やしてほしいと言う地域の声もありますが、地域福祉は一方的にサービスを供与する立場だけになってしまった場合は負担が重く継続が難しくなります。負担については当法人だけでなく協力団体である「助け合い辰巳ねこの手」さんの負担の問題等もありますので、当法人以外の協力・・・他の医療法人や学校法人等・・・が他にもらえないか等を含めて総合的に検討すべきものと考えています。
注１）平均介護度は独自の計算方法で、要支援者以下の介護度を0として、要介護度×利用回数の合計を、全利用回数で割っています。

【事故・事件・苦情について】
ヒヤリハット報告は総報告数248件でした。（前年235件）
ヒヤリハット報告については件数の多少や内容が問題なのではなく、実態を知り、傾向分析をして具体的な対策を提案、講じることが大切で、そういう意味でヒヤリハット報告は業務改善提案書だと私たちは位置付けています。

· 報告の内訳と件数
重大報告		  7件			
事故報告		 69件
ヒヤリ報告		153件
苦情・反省ほか 	 14件
その他		　5件		合計248件

· 重大報告の内訳（※印は県・市へ報告したもの）
発生月		内容					傷の有無など
①  4月 2日		誤薬（服薬）				無傷
② 10月 9日		ショート転倒頭部裂傷			中傷
③ 10月14日		転倒頭部裂傷				中傷
④ 10月16日		ショート転倒左大転子骨折		重症
⑤ 12月 9日		転倒顔面打撲				中傷
⑥　2月 2日		転倒左大腿骨頸部骨折			重症
⑦  3月 2日		煙草の異食（自殺企図？）		点滴治療
[bookmark: _GoBack]
· 主な事故の種類（抜粋）
転落		   90（36.3％）	もっとも報告が多かった方　17件（6.9％）
転倒		　 52（21.0％）	
怪我　　	　 15（ 6.0％）		
誤薬　　	　 12（ 4.8％）
異食・盗食　　  8（ 3.2％）

転倒と転落の比率が逆転したのが本年度の特徴ですが、重度化に伴って立位能力のある方が少なくなった・・・というのが本当のところでしょう。転落より転倒の方が身体に対するダメージは大きく、骨折事故の2件はいずれも歩行中の転倒になります。
誤薬は昨年度の倍の12件の報告がありましたが、1件を除き服薬前に発見されています。
誤って服薬させてしまった例は4月早々に発生しているため、その後の対策が厳格化したのが報告数そのものの増大に繋がっているとも感じます。対策が進んでもヒューマンエラーそのものは減らないことは明らかで、例え管理の責任者を定めたとしてもチェック機会を減らしてはいけないということがこれからも分かります。
重大事故報告のうち3月の異食の報告に関しては、「本人の煙草管理場所を事務所に改めたところ、部屋に隠し持っていた煙草を食べてしまった」という事件です。本人曰く、「ライターが見当たらず、すぐに吸えないストレスから食べた」・・・ということなのですが、以前から自殺企図が疑われる方であり、所持していた煙草を回収するとともに緊急受診を行い、その結果を待って市、県への報告を行っています。この方は個室のある施設への異動を希望しており、施設側も容認しているのですけど、すべての事情を知った上で受け入れてくれる施設がない状況です。
　昨年も述べましたが、事故は防ごうと思っても必ず起きるものなので、危険行動の抑制をするよりも、安楽な環境づくりと事故が生じた際の怪我を最小限にする工夫、ご家族との良い関係の構築の方が大切だと考えています。
　感染症対策についてデイサービスは1月に、ホームは8月と1～2月に実施しました。（本件については事故等の報告数には入っていません。）
デイサービスについては1名のインフルエンザ罹患者から職員や他の利用者にまで感染が広がり、約1週間にわたり運営時間の短縮、利用自粛・警戒の呼びかけをしています。ホームについてもインフルエンザのような重篤な感染症ではないものの風邪が広まり、利用者の生活制限が２週間前後続きました。また、その間のショートステイの新規受入れも制限・自粛しています。感染症に対しては健康と安全を優先するべきか、利用者の自由を守るべきかについて、いつも考えさせられます。巷でインフルエンザが大流行し、デイにも罹患者が現れた時期はやむを得なかったかもしれませんが、罹患していない健康な方々の生活の自由や在宅の利用者の受入れ制限をしたこと、居室対応時に風邪症状がある方と同じ部屋で隔離せざるを得なかったことなど今もって考えても大変申し訳なく、ガイドラインを明確化する必要があると思います。一方で素早く行った対策については、一定の評価ができ、とくにホームにおいてインフルエンザ、ノロなどの感染症侵入を防げたことは特筆すべき点だと思います。また、感染症対策に業務用置き型予防薬を配備したこと、窓際の寒さ防止のため窓に断熱材を貼り付けたことなど、目に見えて効果があったかどうかは分らないものの、地道な工夫も随所に見られました。

【30年度のまとめ】
　人材確保を積極的に行った結果、必要な人数は確保できましたが、将来的な不安までが払しょくされた訳ではありません。施設におけるフィリピン人介護士は新たに12月に加わった1名をあわせて5人になりましたが、今後は継続的な育成と定着の流れづくりが求められます。（残念ながら新たに合格したフィリピン人介護福祉士1名は、7月に帰国、退職しています。）
制度についてもＥＰＡのほかに技能実習制度、特定技能制度、留学生受け入れなど多様化していますし、将来的には外国人材が介護職員の半分ぐらいになることも予測されており、良し悪しは別にして法人全体で対策を進める必要があると思われます。
なお、昨年9月にモンゴルに行く機会があり、看護学生の技能実習生としての受入れについて将来的に承諾しています。また、森田千葉県知事の主導するベトナム人留学生の受入れ施設としても県から承諾を受けました。ＥＰＡ介護福祉士候補生の受け入れを決めたときには、このような事になるとは考えてもいませんでしたが、外国人材が現場になくてはならない力になっていることを考えると、長期的視野に基づいた海外人材受入れの模索はまだまだ続くと思われます。
平成30年度については運営上特筆すべき変化はほとんどなく、久々に落ち着いた1年であったと感じますが、経営的には非常に厳しい時代になってきました。世代交代についても真剣に考えなければなりません。そのために職員の成長を促し、変化に対応できる体制づくりを今後は目指したいと思います。

平成31年4月25日
特別養護老人ホーム辰巳萬緑苑
施設長　小出　浩丸
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